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Ⅰ鳥栖市の財務書類の公表について

１　地方公会計制度の概要

進されてきました。

して要請を行いました。

ました。

計の活用の視点や方法の普及が図られてきています。

国 ・ 地 方 公 共 団 体 の 公 会 計 制 度 は 、 こ れ ま で 現 金 収 支 に 着 目 し た 単 式 簿 記 が 採 用 さ れ て き ま

し た 。 と こ ろ が 単 式 簿 記 は 、 発 生 主 義 の 複 式 簿 記 を 採 用 す る 企 業 会 計 と 比 べ 、 過 去 か ら 積 み 上

げ た 資 産 や 負 債 な ど の 状 況 を 把 握 で き な い こ と 、 ま た 減 価 償 却 や 引 当 金 と い っ た 会 計 手 続 き の

概 念 が な い と い っ た 弱 点 が あ り ま し た 。 そ こ で 、 財 政 の 透 明 性 を 高 め 、 国 民 ・ 住 民 に 対 す る 説

明 責 任 を よ り 適 切 に 果 た し 、 財 政 の 効 率 化 ・ 適 正 化 を 図 る た め 、 現 金 主 義 会 計 を 補 完 す る も の

と し て 、 企 業 会 計 の 考 え 方 及 び 手 法 を 活 用 し た 発 生 主 義 会 計 に 基 づ く 財 務 書 類 等 の 開 示 が 推

ま し た 。 具 体 的 に は 、 平 成 18 年 5 月 に 公 表 さ れ た 「 新 地 方 公 会 計 制 度 研 究 会 報 告 書 」 を 基 に 、

国 の 作 成 基 準 に 準 拠 し た 新 た な 方 式 に よ る 連 結 ベ ー ス で の 財 務 書 類 （ 貸 借 対 照 表 、 行 政 コ ス ト

計 算 書 、 純 資 産 変 動 計 算 書 、 資 金 収 支 計 算 書 ） の 作 成 及 び 開 示 を 行 う よ う 、 地 方 公 共 団 体 に 対

こ の 要 請 に 基 づ き 各 地 方 公 共 団 体 で は 公 会 計 の 整 備 を 着 々 と 進 め て い き ま し た が 、 総 務 省 は

新 地 方 公 会 計 制 度 の 導 入 に あ た り 、 「 総 務 省 方 式 改 訂 モ デ ル 」 と 「 基 準 モ デ ル 」 の 二 つ の モ デ

ル を 示 し て い ま し た 。 さ ら に 東 京 都 は 東 京 都 方 式 、 大 阪 府 は 大 阪 府 方 式 と 複 数 あ る こ と で 他 団

地 方 公 共 団 体 に お け る 財 務 書 類 の 整 備 に つ い て は 、 総 務 省 か ら 平 成 12 年 と 平 成 13 年 に 普

通 会 計 の バ ラ ン ス シ ー ト 、 行 政 コ ス ト 計 算 書 及 び 地 方 公 共 団 体 全 体 の バ ラ ン ス シ ー ト の モ デ ル

が 示 さ れ 、 平 成 18 年 6 月 「 簡 素 で 効 率 的 な 政 府 を 実 現 す る た め の 行 政 改 革 の 推 進 に 関 す る 法

律 」 が 成 立 し ま し た 。 ま た 続 け て 同 年 8 月 に は 総 務 省 か ら 「 地 方 公 共 団 体 に お け る 行 政 改 革 の

更 な る 推 進 の た め の 指 針 」 が 示 さ れ ま し た 。 こ れ ら の 法 律 、 指 針 に よ り 、 地 方 の 資 産 ・ 債 務 改

革 の 一 環 と し て 、 自 治 体 の 資 産 や 債 務 の 管 理 に 必 要 な 公 会 計 を さ ら に 整 備 す る こ と を 目 的 と し

「 統 一 的 な 基 準 」 に よ る 地 方 公 会 計 の 整 備 が 進 む こ と に よ り 、 財 政 状 況 や ス ト ッ ク 情 報 が

「 見 え る 化 」 さ れ 、 固 定 資 産 台 帳 の 整 備 に よ り 公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト が 推 進 さ れ る な ど 、 地 方

公 会 計 は 、 財 務 書 類 や 固 定 資 産 台 帳 を 作 成 す る だ け で は な く 、 そ れ を わ か り や す く 公 表 す る

と と も に 、 資 産 管 理 や 予 算 編 成 、 行 政 評 価 等 に 活 用 さ れ る こ と が 期 待 さ れ て い ま す 。

こ の た め 、 平 成 27 年 1 月 に 公 表 さ れ た 「 統 一 的 な 基 準 に よ る 地 方 公 会 計 マ ニ ュ ア ル 」 の

「 財 務 書 類 等 活 用 の 手 引 き 」 に お い て 、 財 務 書 類 等 の 活 用 の 具 体 的 な 方 法 の 例 や 先 進 自 治 体

体 比 較 が で き な い 等 の 問 題 が 生 じ て い ま し た 。 こ の た め 総 務 省 は 平 成 25 年 8 月 に 「 研 究 会

中 間 と り ま と め 」 を 公 表 、 平 成 26 年 3 月 に 「 地 方 自 治 体 に お け る 固 定 資 産 台 帳 の 整 備 等 に 関

する作業部会報告書」「財務書類作成基準に関する作業部会報告書」を公表しました。

そ し て 、 平 成 27 年 1 月 に 発 生 主 義 ・ 複 式 簿 記 の 導 入 、 固 定 資 産 台 帳 の 整 備 に よ り 客 観 性 ・

比 較 可 能 性 を 担 保 し た 「 統 一 的 な 基 準 」 に よ る 地 方 公 会 計 の 整 備 の 方 針 が 示 さ れ 、 す べ て の

地 方 公 共 団 体 へ こ の 統 一 的 な 基 準 で の 財 務 書 類 を 平 成 30 年 3 月 ま で に 作 成 す る よ う 要 請 さ れ

の 活 用 事 例 等 が 示 さ れ て い ま す 。 ま た 、 令 和 元 年 8 月 公 表 の 「 統 一 的 な 基 準 に よ る 地 方 公 会 計

マニュアル（改訂）」では、統一的な基準策定後の取組が詳細に提示されており、さらなる地方公会
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２　鳥栖市の取り組み

類、一部事務組合、第3セクター等を含む連結会計の財務書類を作成しています。

の1つになっているものと考えられます。

３　統一的な基準の特徴

統一的な基準による財務書類の特徴として大きく３つ挙げられます。

①発生主義・複式簿記の導入

②固定資産台帳の整備

③比較可能性の確保

４　作成基準日

扱っています。

こ の こ と に よ り 、 現 金 の 取 引 情 報 に と ど ま ら ず 資 産 や 負 債 の 状 況 も 把 握 で き る よ う に な り ま

し た 。 住 民 に と っ て も 鳥 栖 市 の 財 務 状 況 が ど う い っ た も の で あ る か を 判 断 す る こ と が 出 来 る 材 料

作 成 基 準 日 は 、 各 会 計 年 度 の 最 終 日 と し ま し た 。 今 回 の 令 和 元 年 度 決 算 分 で は 令 和 2 年

3 月 31 日 と な り ま す 。 な お 、 地 方 公 共 団 体 に 設 け ら れ て い る 出 納 整 理 期 間 （ 翌 年 度 4 月 1

こ う し た 状 況 の 中 、 鳥 栖 市 で は 、 平 成 23 年 度 決 算 か ら 、 「 新 地 方 公 会 計 制 度 研 究 会 報 告 書 」

（ 平 成 18 年 5 月 ） で 示 さ れ た 「 改 訂 モ デ ル 」 に よ る 財 務 書 類 作 成 を 行 い 、 平 成 27 年 度 決 算 で 「 統 一

的 な 基 準 」 に よ る 固 定 資 産 台 帳 整 備 を 行 っ た う え で 、 平 成 28 年 度 決 算 で 「 統 一 的 な 基 準 」 に よ る

財務書類作成へ移行しました。そのうえで一般会計だけでなく、特別会計も含む全体会計の財務書

日 か ら 5 月 31 日 ま で の 間 ） の 収 支 に つ い て は 、 基 準 日 ま で に 終 了 し た も の と み な し て 取 り
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５　作成対象とする範囲

全体に一部事務組合などの関係団体を含めたものです。

公営企業
水道事業会計

下水道事業会計

特別会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

農業集落排水特別会計

産業団地造成特別会計

会計区分

連結

全体

一般会計等 一般会計

地方三公社
第三セクター 鳥栖市土地開発公社

佐賀県市町総合事務組合（会館管理特別会計）

佐賀県東部環境施設組合

佐賀県競馬組合

鳥栖・三養基地区消防事務組合

鳥栖地区広域市町村圏組合（一般会計）

鳥栖地区広域市町村圏組合（介護保険特別会計）

佐賀県後期高齢者医療広域連合（一般会計）

佐賀県後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会計）

佐賀県市町総合事務組合（一般会計）

佐賀県市町総合事務組合（交通災害特別会計）

佐賀県市町総合事務組合（消防団員補償特別会計）

鳥栖・三養基西部環境事務組合

一部事務組合
広域連合

※全体財務書類とは、一般会計に特別会計や公営企業会計を含めたもので、連結財務書類とは、
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Ⅱ一般会計等財務書類

１　財務書類の見方

情報、資産・負債のストック情報の把握が可能となります。

　なお、財務書類4表の相互関係は以下のとおりです。

（ ）

※3 +

※2

※1

※1　貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計外現金残高を

　　　足したものと対応します。

※２　貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。

※３　行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

主 義 会 計 で は 、 現 金 決 済 を 伴 わ な い コ ス ト 取 引 （ 非 資 金 取 引 ） が 把 握 さ れ ま す 。 例 え ば 、 建 物

や 工 作 物 等 は 使 用 す る こ と や 時 間 の 経 過 に よ っ て 徐 々 に 価 値 は 低 下 し て い き ま す 。 そ の 価 値 の

減 少 を 減 価 償 却 費 と い う 形 で 把 握 し ま す 。 ま た 、 退 職 手 当 に つ い て は 給 料 の 後 払 い と し て の 性

格 が あ る こ と か ら 、 毎 年 度 、 前 も っ て 勤 務 期 間 に わ た り 退 職 手 当 引 当 金 繰 入 額 と し て 把 握 し ま

す 。 こ の よ う に 現 金 主 義 で は 見 え に く い 減 価 償 却 費 、 退 職 手 当 引 当 金 繰 入 額 と い っ た コ ス ト

ま た 、 分 析 す る 際 に は 、 災 害 や 資 産 の 売 却 な ど 、 単 年 度 毎 に 特 殊 な 事 情 が あ る 場 合 が あ る の

発 生 主 義 ・ 複 式 簿 記 に よ る 財 務 書 類 （ 貸 借 対 照 表 、 行 政 コ ス ト 計 算 書 、 純 資 産 変 動 計 算 書 及

び 資 金 収 支 計 算 書 等 ） は 、 現 金 主 義 ・ 単 式 簿 記 の 予 算 ・ 決 算 情 報 を 補 完 す る も の で あ り 、 発 生

うち
現金預金 臨時損失 財源 財務活動収支

で、単年度のみではなく、経年で一定期間の推移を併せて見ることも重要です。

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

臨時利益 固定資産の変動 前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

本年度末
歳計外現金残高
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２　財務書類四表

（１）貸借対照表（令和2年3月31日現在）

う情報は把握ができません。

現在の世代、または国、県が負担した分となります。

1.固定資産 ＜着目する主な項目＞
（1）有形固定資産 a 有形固定資産・減価償却累計額
　　　事業用資産 a ・取得価額に対する減価償却累計額の比率を見ることで、資産の
　　　インフラ資産 経年の程度を把握。
　　　物品 ※減価償却累計額の金額は、財務書類四表の金額を参照。
（2）無形固定資産

（3）投資その他の資産 ｂ 投資及び出資金・投資損失引当金
      投資及び出資金 b ・投資損失引当金に△印の金額がある場合、業績がよくない第三セクター
      投資損失引当金 等があることを表示。
      長期延滞債権 c
      長期貸付金 ｃ 長期延滞債権・未収金
      基金 d ・長期延滞債権・未収金は、税収等の未納があることを表示。
      その他 ・これらのうち、過去の実績等から、回収が見込めないと推計された
      徴収不能引当金 c 金額を徴収不能引当金に計上。

2.流動資産 ｄ 基金
（1）現金預金 ・使途を明確に定めて積み立てられているものと、年度間の財源の
（2）未収金 c 不均衡を調整するもの（財政調整基金）とが存在。
（3）短期貸付金

（4）基金 d
（5）棚卸資産

（6）その他

（7）徴収不能引当金 c

　資産の部合計

1.固定負債 ＜着目する主な項目＞
（1）地方債 e e 地方債・１年内償還予定地方債
（2）長期未払金 ・次年度以降に償還予定の地方債残高を把握。
（3）退職手当引当金 f ・臨時財政対策債など、固定資産の取得財源ではない特例的地方債
（4）損失補償等引当金 の存在に留意。
（5）その他

f 退職手当引当金
2.流動負債 ・貸借対照表日に職員全員が退職したと仮定した場合に必要となる

（1）1年内償還予定地方債 e 退職手当額を計上。
（2）未払金 ・退職手当組合に加入していない団体は、退職手当目的基金の有無
（3）未払費用 と金額を確認。
（4）前受金

（5）前受収益 ｇ 余剰分（不足分）
（6）賞与等引当金 ・一般的にマイナス表記が多い。
（7）預り金 この場合、将来の税収や地方交付税などの財源が収入されると
（8）その他 見越して、現世代が将来世代に負担を先送りしていることを表示。

（1）固定資産等形成分

（2）余剰分（不足分） g

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

「 負 債 」 は 、 今 後 、 負 担 す べ き 債 務 で あ る こ と か ら 将 来 世 代 に 対 し て の 負 担 と と ら え る こ と が

で き 、 一 方 で 、 「 純 資 産 」 は 、 今 後 負 担 す る 必 要 性 の な い 資 産 、 言 い 換 え れ ば こ れ ま で の 世 代 や

資産の部

負債及び純資産の部

負債の部合計

地 方 公 共 団 体 の 決 算 書 は 、 1 年 間 で 、 ど の よ う な 収 入 が い く ら あ り 、 そ の 収 入 を 何 に い く ら 使

っ た か 、 と い う 単 年 度 の 状 況 は 把 握 で き ま す が 、 現 在 、 ど れ だ け の 資 産 や 負 債 が あ る の か 、 と い

こ の 貸 借 対 照 表 で は 、 基 準 日 現 在 で 、 ど れ だ け の 資 産 や 負 債 が あ る の か を 把 握 で き ま す 。 「 資

産 」 は 、 保 有 す る 資 産 の 内 容 や 額 が 記 載 し て あ り ま す 。 「 負 債 」 及 び 「 純 資 産 」 は 、 「 資 産 」

を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。
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1.固定資産 1.固定負債

（1）有形固定資産 　　　（1）地方債

　　　事業用資産 　　　（2）長期未払金

　　　インフラ資産 　　　（3）退職手当引当金

　　　物品 　　　（4）損失補償等引当金

（2）無形固定資産 　　　（5）その他

（3）投資その他の資産

      投資及び出資金 2.流動負債

      投資損失引当金 　　　（1）1年内償還予定地方債

      長期延滞債権 　　　（2）未払金

      長期貸付金 　　　（3）未払費用

      基金 　　　（4）前受金

      その他 　　　（5）前受収益

      徴収不能引当金 　　　（6）賞与等引当金

2.流動資産 　　　（7）預り金

（1）現金預金 　　　（8）その他

（2）未収金

（3）短期貸付金 　負債の部合計

（4）基金 （1）固定資産等形成分

（5）棚卸資産 （2）余剰分（不足分）

（6）その他

（7）徴収不能引当金

　純資産の部合計

　資産の部合計 　負債及び純資産の部合計
　※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

有しており、資産の11.1％を占めています。

予想されます。

用語解説

①固定資産

　事業用資産・・・・・・・・・・・・ 公共サービスに供されている資産でインフラ資産及び物品以外の資産

（例：庁舎、学校、公民館、公営住宅、福祉施設、収益事業の施設など）

社会基盤となる資産（例：道路、橋、公園、上下水道施設など）

車両、物品、美術品、機械装置等

ソフトウェア、地上権等

有価証券、出資金、出捐金

連結対象団体への出資金等の実質価額が低下した場合に計上

市税や使用料などの滞納繰越調定収入未済分

自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金

 （流動資産に区分されるもの以外）

(単位：千円）

貸借対照表
資産の部 負債及び純資産の部

勘定科目
一般会計等

勘定科目
一般会計等

金額 割合 金額

31,713,035 30.8% - -

54,877,534 53.3% 3,244,695 3.1%

割合
96,579,083 93.7% 22,054,771 21.4%

87,184,138 84.6% 15,949,411 15.5%

9,321,573 9.0%

2,620,651 2.5% 1,969,284 1.9%

593,568 0.6% 2,860,665 2.8%

73,372 0.1% - -

117,802 0.1% - -

6,334,073 6.1% - -

- - 1,654,124 1.6%

271,075 0.3% - -

6,453,419 6.3% 62,289 0.1%

1,181,523 1.1% - -

- - - -

22,028△ △0.0% 252,871 0.2%

5,199,920 5.0% 101,779,003 

- - 22,770,555△ 

79,582 0.1%

- - 24,024,055 23.3%

103,032,502 100.0% 103,032,502 100.0%

こ れ ま で に 鳥 栖 市 で は 、 一 般 会 計 等 ベ ー ス で 約 1,030 億 円 の 資 産 を 形 成 し て き て い ま す 。

そ の 資 産 の う ち 、 84.7 ％ は 土 地 や 建 物 、 工 作 物 な ど の 有 形 固 定 資 産 及 び ソ フ ト ウ ェ ア な ど

- -

7,605△ △0.0%

79,008,448 76.7%

準 日 時 点 に お け る 金 銭 必 要 額 を 指 し て お り 、 ほ ぼ 全 て の 地 方 公 共 団 体 が マ イ ナ ス に な る こ と が

　インフラ資産 ・・・・・・・・・・・

　物品・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　無形固定資産・・・・・・・・・・

　投資及び出資金・・・・・・・・

の 無 形 固 定 資 産 で 形 成 さ れ て い ま す 。 ま た 、 基 金 は 固 定 資 産 、 流 動 資 産 合 わ せ て 約 115 億 円 所

一 方 で 、 将 来 世 代 が 負 担 す べ き 負 債 は 約 240 億 円 と な っ て お り 、 資 産 に 対 し て 23.3 ％

と な っ て い ま す 。 負 債 の 多 く を 占 め る の は 、 地 方 債 で 約 176 億 円 で す 。 ま た 、 地 方 債 の 中

に は 、 国 か ら の 地 方 交 付 税 措 置 を 受 け る 臨 時 財 政 対 策 債 が 約 95 億 円 あ り ま す 。

純 資 産 は 形 成 し た 資 産 に 対 し て 負 担 の 必 要 が な い 金 額 を 指 し て お り 、 資 産 に 対 し て 76.7 ％

と な っ て い ま す 。 こ の 中 で 、 余 剰 分 （ 不 足 分 ） が 約 △ 228 億 円 と な っ て い ま す が 、 こ れ は 基

　投資損失引当金・・・・・・・・

　長期延滞債権・・・・・・・・・・

　長期貸付金・・・・・・・・・・・・
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流動資産に区分される以外の基金

上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

（長期前払金、株式会社のその他の投資等）

長期延滞債権や長期貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能

                                     見込額（不納欠損額）を見積もったもの

現金や普通預金を指し、歳計外現金も含む

市税や使用料などの現年度調定収入未済分

貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

財政調整基金、減債基金

売却を目的として保有している資産

上記以外及び徴収不能引当金以外のもの（前払金、仮払金など）

未収金や短期貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

（不納欠損額）を見積もったもの

地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が1年超のもの及び、

地方三公社、第三セクター、一部事務組合等の長期借入金

自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされるもの

及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外

原則期末自己都合要支給額

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体

財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上

上記以外の固定負債（長期性リース債務等）

地方公共団体が発行した地方債のうち、1年以内に償還予定のもの及

び、地方三公社、第三セクター、一部事務組合等の短期借入金

基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確

定し、または合理的に見積もることができるもの

一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、基準日時

点において既に提供された役務に対して未だその対価の支払を終

えていないもの

基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対する義務

の履行を行っていないもの

一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点にお

いて未だ提供していない役務に対し支払を受けたもの

基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び法定福利費

基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債

上記以外の流動負債（短期性リース債務等）

　徴収不能引当金・・・・・・・・

②流動資産

　現金預金・・・・・・・・・・・・・・

　未収金・・・・・・・・・・・・・・・・

　短期貸付金・・・・・・・・・・・・

　基金・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　基金・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　その他・・・・・・・・・・・・・・・・

　長期未払金・・・・・・・・・・・・

　退職手当引当金・・・・・・・・

　損失補償等引当金・・・・・・

　その他・・・・・・・・・・・・・・・・

　棚卸資産・・・・・・・・・・・・・・

　その他・・・・・・・・・・・・・・・・

　徴収不能引当金・・・・・・・・

③固定負債

　地方債・・・・・・・・・・・・・・・・

　前受金・・・・・・・・・・・・・・・・

　前受収益・・・・・・・・・・・・・・

④流動負債

　1年内償還予定地方債・・・

　未払金・・・・・・・・・・・・・・・・

　未払費用・・・・・・・・・・・・・・

　賞与等引当金・・・・・・・・・・

　預り金 ・・・・・・・・・・・・・・・・

　その他・・・・・・・・・・・・・・・・
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（２）行政コスト計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

手当引当金繰入額などの現金支出を伴わないコストまでを含んで表しています。

負担がどの程度あったかを把握することができます。

庫支出金・県支出金などで賄わなければならないコストを表すことになります。

かにすることもできます。

経常費用 ※1
1.業務費用 ＜着目する主な項目＞
　　　（1）人件費 a　減価償却費
　　　（2）物件費等 行政を執行する立場からは、１年間に費消した固定資産（償却資産）の
          内、減価償却費 a 金額を表す項目である。一方で、住民の立場から見た場合には、その
　　　（3）その他の業務費用 金額に見合う施設やインフラに関するサービスの提供を受けたことを
2.移転費用 表示しているとの見方もできる。
　　　（1）補助金等

　　　（2）社会保障給付 ※1　人件費、物件費、移転費用（補助金）などを発生額で計上
　　　（3）他会計への繰出金

　　　（4）その他 ※2　経常的に発生する費用から、使用料及び手数料といった受益者
経常収益 負担収益を差し引くことで純経常行政コストを算定
1.使用料及び手数料

2.その他 ※3　臨時に発生する損失、利益を加味して純行政コスト（税を主とする
純経常行政コスト ※2 一般財源等で賄うべきコスト）を算定
臨時損失

臨時利益

純行政コスト ※3

さ ら に 、 そ の 行 政 サ ー ビ ス の 提 供 に 対 す る 直 接 の 対 価 で あ る 使 用 料 や 手 数 料 と い っ た 受 益 者

経 常 費 用 と 経 常 収 益 の 差 額 で あ る 純 行 政 コ ス ト は 、 受 益 者 負 担 以 外 の 市 税 や 地 方 交 付 税 、 国

こ う し た コ ス ト を 把 握 す る こ と は 、 市 の 内 部 的 に は 行 政 活 動 の 効 率 性 に つ な が り 、 ま た 、 単 年

度の資産形成費用の多寡にのみ着目せずに、長期的な コス ト 意識 を醸 成す るこ と に もつ な が るも

の と 考 え ら れ ま す 。 さ ら に こ れ ら の コ ス ト に 対 し 、 使 用 料 等 の 住 民 負 担 が ど う で あ っ た か を 明 ら

行 政 コ ス ト 計 算 書 は 、 民 間 企 業 の 損 益 計 算 書 に あ た る も の で 、 行 政 運 営 に か か っ た コ ス ト の

う ち 、 例 え ば 人 的 サ ー ビ ス や 給 付 サ ー ビ ス な ど 、 資 産 形 成 に つ な が ら な い 行 政 サ ー ビ ス に 要 し た

コ ス ト を 表 し た も の で す 。 ま た 、 実 際 に 現 金 の 支 出 を 伴 う サ ー ビ ス の ほ か に 、 減 価 償 却 費 や 退 職
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経常費用
1.業務費用
　　　（1）人件費
　　　（2）物件費等
          内、減価償却費
　　　（3）その他の業務費用
2.移転費用
　　　（1）補助金等
　　　（2）社会保障給付
　　　（3）他会計への繰出金
　　　（4）その他
経常収益
1.使用料及び手数料
2.その他
純経常行政コスト
臨時損失
臨時利益
純行政コスト

減価償却費は約27億円計上されています。

算書で表されます。

用語解説

①経常費用

　1.業務費用

職員給与費や賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など

職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（消費的性質）、施設等の維持

修繕にかかる経費や有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費等

支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度分過誤納還付など

　2.移転費用・・・・・・・・・・・ 住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、特別会計への繰出

金等

②経常収益

財・サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金銭

過料、預金利子、売上収益等

③臨時損失・・・・・・・・・・・ 災害復旧事業費、資産除売却損など

④臨時利益・・・・・・・・・・・ 資産売却益など

(単位：千円）

10,792,610 46.6%
3,608,021 15.6%
6,821,341 29.5%

行政コスト計算書

勘定科目
一般会計等

金額 割合
23,139,215 100.0%

注）1
542,244 

5,830,302 25.2%
5,118,454 22.1%
1,390,331 6.0%

2,741,825 11.8%
363,248 1.6%

12,346,605 53.4%

573,378 
22,023,593 

182,299 
204,076 

22,001,816 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため
合計金額に齟齬が生じる場合があります。
注）1　この割合は、受益者負担比率を表しています。（経常収益/経常
費用）

7,519 0.0%
1,115,623 4.8%

受 益 者 負 担 が 適 正 か ど う か を 検 討 す る 場 合 の 一 つ の 材 料 と し て 使 用 す る こ と が 考 え ら れ ま す 。

臨 時 的 に 発 生 し た 損 益 を 含 め て 、 最 終 的 な 行 政 コ ス ト （ 純 行 政 コ ス ト ） は 約 220 億 円 と な

っ て い ま す 。 こ の 純 行 政 コ ス ト に 対 し て ど の よ う な 財 源 を 調 達 し た か に つ い て は 純 資 産 変 動 計

　　　人件費・・・・・・・・・・・・

　　　物件費等・・・・・・・・・・

毎 年 継 続 的 に 発 生 す る 費 用 で あ る 経 常 費 用 は 約 231 億 円 と な っ て い ま す 。 経 常 費 用 は 、

業 務 費 用 と 移 転 費 用 に 分 か れ て お り 、 人 件 費 や 物 件 費 な ど の 業 務 費 用 が 約 108 億 円 で 46.6 ％ 、

補助金や他会計への繰出金など外部へ支出される移転費用が約123億円で53.4％となっています。

また、貸借対照表で計上している有形固定資産や無形固定資産の1年間の価値の目減り分で ある

一 方 で 、 サ ー ビ ス の 対 価 と し て 徴 収 す る 使 用 料 や 手 数 料 、 受 取 利 息 な ど が 該 当 す る 経 常 収 益

は 約 11 億 円 と な っ て お り 、 経 常 費 用 に 対 し て 4.8 ％ と な っ て い ま す 。 こ の 数 字 は 将 来 的 に は

　　　その他の業務費用・・

　使用料及び手数料・・・・

　その他・・・・・・・・・・・・・・

9



（３）純資産変動計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

もので、本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致します。

ってどの程度賄われているかを把握することが可能となります。

前年度末純資産残高

1.純行政コスト ＜着目する主な項目＞
2.財源 ・本年度差額
　　　（1）税収等 発生主義ベースでの収支均衡が図られているかを表す項目。
　　　（2）国県等補助金 プラスであれば、現世代の負担によって将来世代も利用可能
　本年度差額 な資源を貯蓄したことを意味する一方、マイナスであれば、
固定資産の変動（内部変動） 将来世代が利用可能な資源を現世代が費消して便益を
資産評価差額 享受していることを表示。
無償所管換等

その他

　本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

前年度末純資産残高

1.純行政コスト

2.財源

　　　（1）税収等

　　　（2）国県等補助金

　本年度差額

固定資産の変動（内部変動）

資産評価差額

無償所管換等

その他

　本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

億円となっており、純行政コストと財源の差額は約16億円となっています。

の本年度資金収支額とは一致しません。

比 較 す る こ と に よ り 、 行 政 サ ー ビ ス の 提 供 に 必 要 と な る コ ス ト が 受 益 者 負 担 以 外 の 財 源 に よ

(単位：千円）

純資産変動計算書

勘定科目
一般会計等

金額

純 資 産 変 動 計 算 書 は 、 貸 借 対 照 表 の 純 資 産 が 、 1 年 間 で ど の よ う な 要 因 で 増 減 し た か 、 を 表 す

1 年 間 の 純 行 政 コ ス ト の 金 額 に 対 し て 、 税 収 等 及 び 国 県 等 補 助 金 の 金 額 が ど の 程 度 あ る か を

- 

- 

22,600 

6,749△ 

1,590,457 

79,008,448 

77,417,991 

22,001,816△ 

23,576,422 

17,200,175 

6,376,247 

1,574,606 

な お 本 年 度 純 資 産 変 動 額 に は 減 価 償 却 費 な ど の 非 資 金 仕 訳 が 含 ま れ る た め 資 金 収 支 計 算 書

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額
に齟齬が生じる場合があります。

行 政 コ ス ト 計 算 書 で 計 算 さ れ た 純 行 政 コ ス ト 約 220 億 円 に 対 し て 、 市 税 や 各 種 交 付 金 、 分

担 金 や 負 担 金 、 他 会 計 か ら の 繰 入 金 で あ る 税 収 等 は 約 172 億 円 、 国 県 か ら の 補 助 金 が 約 64

ま た 、 無 償 で 取 得 し た 資 産 等 の 増 減 を 加 味 し た 本 年 度 純 資 産 変 動 額 は 約 16 億 円 と な っ て お

り、これは現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したこと を意味す るもので す。
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用語解説

①前年度末純資産残高 ・・ 前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致）

②純行政コスト ・・・・・・・・・ 行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サービスなど、資産

形成につながらない行政サービスに係る費用（行政コスト計算書の「純

行政コスト」の符号を反転した数値と一致）

③財源

市税、地方交付税、地方譲与税など

国庫支出金及び県支出金など

④資産評価差額 ・・・・・・・・ 有価証券等の評価差額

⑤無償所管換等 ・・・・・・・・ 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

⑥その他 ・・・・・・・・・・・・・・ 上記以外の純資産の変動

　税収等・・・・・・・・・・・・・・・

　国県等補助金・・・・・・・・・

11



（４）資金収支計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

と一致します。

の借入や元金償還に関する支出を表しています。

1.業務活動収支 a ＜着目する主な項目＞
　　業務支出 a　業務活動収支　（経常的な活動に関する収支を集計）
      内、支払利息支出 税収、補助金収入等の経常的な収入で、人件費、物件費等の経常的
　　業務収入 な活動のための支出を賄えているかどうかを表すものであり、投資
　　臨時支出 活動や財務活動の余力があるかを表すものである。業務活動収支は
　　臨時収入 通常プラスになることが望ましく、業務活動収支がマイナスの場合、
2.投資活動収支 b 財政的に良好ではないことがわかる。プラスの場合、業務活動収支の
　　投資活動支出 プラスの範囲内で投資活動収支を賄い、さらには財務活動収支も
　　投資活動収入 賄うのが一般的である。
       基礎的財政収支

3.財務活動収支 c b　投資活動収支　（投資的な活動に関する収支を集計）
　　財務活動支出 公共施設等の整備や基金の積立て、投資等の投資的な活動に関する
　　財務活動収入 支出に対して、補助金や基金の取り崩しによりどれだけ充当したかを
本年度資金収支額 表している。投資活動収支は資産形成等が行われればマイナスに
前年度末資金残高 なることが多く、投資活動収支がプラスの場合は、当年度に基金の
本年度末資金残高 取崩が行われたことや資産形成等がほとんどなかったことを示す
前年度末歳計外現金高 ことが多い。
本年度末歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金高 c　財務活動収支　（財務的な活動に関する収支を集計）
本年度末現金預金残高 財務活動収支は、当年度の地方債等の発行（収入）及び地方債等の

償還（支出）の状況を表している。地方債の償還が進んでいる場合
には、財務活動収支がマイナスとなるが、財務活動収支がプラスの
場合は、地方債等が増加していることを示すため、今後の地方債等の
償還に可能となる収入が見込まれるか留意する必要がある。

資 金 収 支 計 算 書 は 、 単 年 度 の 資 金 の 収 支 を 表 し 、 1 年 間 の 資 金 の 増 減 を 、 業 務 活 動 収 支 ・

投 資 活 動 収 支 ・ 財 務 活 動 収 支 の 3 区 分 に 分 け 、 ど の よ う な 活 動 に 資 金 が 必 要 で あ っ た か を 示 し

て い ま す 。 ま た 、 本 年 度 末 現 金 預 金 残 高 は 、 貸 借 対 照 表 の 流 動 資 産 の 現 金 預 金 の 金 額

業 務 活 動 収 支 は 、 日 常 の 行 政 サ ー ビ ス を 行 う う え で の 収 入 と 支 出 を 表 し て い ま す 。 投 資 活 動

収 支 は 、 主 に 固 定 資 産 形 成 に 関 す る 収 入 と 支 出 を 表 し て い ま す 。 財 務 活 動 収 支 と は 、 地 方 債 等
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1.業務活動収支

　　業務支出

　　内、支払利息支出

　　業務収入

　　臨時支出

　　臨時収入

2.投資活動収支

　　投資活動支出

内、基金積立金支出

　　投資活動収入

内、基金取崩収入

3.財務活動収支

　　財務活動支出

　　財務活動収入

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金高

本年度末歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金高

本年度末現金預金残高

収支は約30億円の赤字となっています。

0.3億円あります

額の減少につながっています。

基礎的財政収支 1,998,926 

3,617,696 

20,493,319 

113,899 

24,206,412 

182,299 

86,902 

(単位：千円）

資金収支計算書

勘定科目
一般会計等

金額

287,876△ 

1,683,476 

1,395,600 

304,992 

814,242 

1,119,234 

3,024,827△ 

4,081,272 

1,324,804 

1,056,444 

32,646 

財 務 活 動 収 支 は 市 債 の 償 還 と 発 行 が 関 わ っ て お り 、 約 3 億 円 の 赤 字 と な っ て い ま す 。 こ れ

は、市債を償還し た額が発行 額よ りも 多か った ため で あ り、 貸借 対照 表の 負債 で あ る地 方債 の総

主 な 投 資 活 動 支 出 と し て 、 公 共 施 設 等 整 備 支 出 が 約 23 億 円 、 基 金 の 積 立 支 出 が 約 13 億 円 あ り

ま す 。 主 な 投 資 活 動 収 入 と し て 、 公 共 施 設 整 備 に 係 る 補 助 金 が 約 4 億 円 、 基 金 の 取 崩 収 入 が 約

- 

62,289 

62,289 

1,181,523 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬
が生じる場合があります。

経 常 的 な 業 務 活 動 収 支 に お い て は 、 約 36 億 円 の 黒 字 と な っ て い ま す 。 そ れ に 対 し 、 投 資 活 動
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Ⅲ全体・連結財務書類

一部事務組合などの関係団体を含めたものです。

１　貸借対照表（令和2年3月31日現在）

1.固定資産 1.固定負債

（1）有形固定資産 　　（1）地方債

　　　事業用資産 　　（2）長期未払金

　　　インフラ資産 　　（3）退職手当引当金

　　　物品 　　（4）損失補償等引当金

（2）無形固定資産 　　（5）その他

（3）投資その他の資産

      投資及び出資金 2.流動負債

      投資損失引当金 　　（1）1年内償還予定地方債

      長期延滞債権 　　（2）未払金

      長期貸付金 　　（3）未払費用

      基金 　　（4）前受金

      その他 　　（5）前受収益

      徴収不能引当金 　　（6）賞与等引当金

2.流動資産 　　（7）預り金

（1）現金預金 　　（8）その他

（2）未収金

（3）短期貸付金 　負債の部合計

（4）基金 （1）固定資産等形成分

（5）棚卸資産 （2）余剰分（不足分）

（6）その他 （3）他団体出資等分

（7）徴収不能引当金

（8）繰延資産 　純資産の部合計

　資産の部合計 　負債及び純資産の部合計

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

２　行政コスト計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

経常費用
1.業務費用
　　　（1）人件費
　　　（2）物件費等
          内、減価償却費
　　　（3）その他の業務費用
2.移転費用
　　　（1）補助金等
　　　（2）社会保障給付
　　　（3）他会計への繰出金
　　　（4）その他
経常収益
1.使用料及び手数料
2.その他
純経常行政コスト
臨時損失
臨時利益
純行政コスト

「 Ⅰ 鳥 栖 市 の 財 務 書 類 の 公 表 に つ い て （ ５ 作 成 対 象 と す る 範 囲 ） 」 で も 述 べ た と お り 、 全 体

財務書類とは、一般会計に特別会計や公営企業会計を含めたもので、連結財務書類とは、全体に

（単位：千円）

貸借対照表
資産の部 負債及び純資産の部

勘定科目
全体 連結

勘定科目
全体 連結

金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合
67,249,697 39.2%

144,781,334 89.5% 149,539,116 87.3% 40,618,723 25.1% 40,754,351 23.8%

152,266,322 94.1% 158,326,272 92.4% 69,427,031 42.9%

- -

106,090,922 65.6% 106,289,098 62.0% 3,463,299 2.1% 3,935,003 2.3%

33,636,714 20.8% 37,646,001 22.0% - -

- -

229,544 0.1% 245,206 0.1% 22,484,343 13.9% 22,560,343 13.2%

5,053,697 3.1% 5,604,016 3.3% 2,860,665 1.8%

351,441 0.2% 348,441 0.2% 4,992,724 3.1% 7,993,211 4.7%

7,255,444 4.5% 8,541,950 5.0%

6,528,373 3.8%

544,014 0.3% 566,861 0.3% 791,762 0.5% 792,856 0.5%

- - - - 3,602,773 2.2%

- -

6,412,839 4.0% 7,682,370 4.5% 86,102 0.1% 86,102 0.1%

- - - - - -

- -

52,851△ △0.0% 55,721△ △0.0% 278,721 0.2% 321,826 0.2%

- - - - - -

436,425 0.3% 445,364 0.3%

65,580 0.0%

3,613,447 2.2% 4,060,615 2.4% 171,078 0.1% 198,475 0.1%

9,547,812 5.9% 13,046,350 7.6% 62,289 0.0%

43.9%

5,199,920 3.2% 5,301,877 3.1% 157,466,242 163,628,150 

- - - - 74,419,755 46.0%

- - 

9,970 0.0% 2,951,576 1.7% 70,071,863△ 67,498,436△ 

75,242,909 

22,902△ △0.0% 24,035△ △0.0%

- - - -

310,953 0.2% 310,953 0.2%

87,394,379 54.0% 96,129,714 56.1%

161,814,134 100.0% 171,372,623 100.0% 161,814,134 100.0% 171,372,623 100.0%

(単位：千円）

行政コスト計算書

勘定科目
全体 連結

金額 割合 金額

3,871,334 11.6% 4,564,992 8.8%
9,582,630 28.8% 12,459,104 24.1%

割合
33,280,838 100.0% 51,691,409 100.0%
14,401,425 43.3% 18,283,811 35.4%

18,879,412 56.7% 33,407,598 64.6%
13,752,801 41.3% 24,079,912 46.6%

4,574,653 13.7% 4,978,680 9.6%
947,462 2.8% 1,259,715 2.4%

8,157 0.0% 4,209,232 8.1%
3,852,355 11.6% 10,039,708 19.4%

5,118,454 15.4% 5,118,454 9.9%
- - - -

240,659 248,361 
338,672 137,678 

29,330,470 41,762,385 

注）1
3,118,043 3,313,571 

734,312 6,726,137 
29,428,482 41,651,701 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。
注）1　この割合は、受益者負担比率を表しています。（経常収益/経常費用）
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３　純資産変動計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

前年度末純資産残高

1.純行政コスト

2.財源

　　　（1）税収等

　　　（2）国県等補助金

　本年度差額

固定資産の変動（内部変動）

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

比例連結割合変更に伴う差額

その他

　本年度純資産変動額

本年度末純資産残高
※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

４　資金収支計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

1.業務活動収支

　　業務支出

　　内、支払利息支出

　　業務収入

　　臨時支出

　　臨時収入

2.投資活動収支

　　投資活動支出

内、基金積立金支出

　　投資活動収入

内、基金取崩収入

基礎的財政収支

3.財務活動収支

　　財務活動支出

　　財務活動収入

本年度資金収支額

前年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金高

本年度末歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金高

本年度末現金預金残高
※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

85,039,587 90,967,726 

29,330,470△ 41,762,385△ 

31,697,596 43,811,565 

(単位：千円）

純資産変動計算書

勘定科目
全体 連結

金額 金額

- - 

- - 

473,141△ 472,708△ 

20,087,044 26,337,774 

11,610,552 17,473,790 

2,367,126 2,049,180 

460,807 3,523,322 

2,354,792 5,161,988 

87,394,379 96,129,714 

- - 

- - 

- 62,194 

5,820,575 6,140,178 

28,418,063 46,194,684 

519,204 521,845 

(単位：千円）

資金収支計算書

勘定科目
全体 連結

金額 金額

4,532,399△ 4,702,067△ 

6,487,563 6,815,625 

1,525,648 1,918,836 

34,340,033 52,436,256 

191,790 191,790 

90,395 90,395 

802,590△ 1,016,110△ 

3,726,790 6,864,267 

2,924,200 5,848,157 

1,955,164 2,113,558 

263,979 422,013 

3,069,049 3,456,779 

3,551,157 3,995,035 

- 9,538 

62,289 56,042 

485,586 422,001 

3,065,571 3,569,229 

- 3,805 

62,289 65,580 

3,613,447 4,060,615 
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